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現代の技術革新を担ういくつかの産業において，その生産技術面は飛躇的
に複雑化・高度化をとげつつあると同時に，その製品の需要面は，質的な多
様化と大幅な伸びとを見せてきている。そこで，それらの産業内の各企業は
その競争上の地位を確保するために技術力の蓄積展開をはかるとともに，消
費者の動向を迅速・正確に把握しそれをフィードバックさせた上での製品開
発を行っていかなければならない。また一方では，原材料供給業者，流通業
者などのグッドウィルの維持をはかることが必要とされている。さらに不確
実な産業環境の中で自社内の従業員の士気を高めコンフリクトを最小化する
ための方策として，企業独自の理念を設定しそれを浸透させることが求めら
れている。このような諸側面が成長産業の一例である普通紙複写機産業にお
いてどのような形であらわれているかを本稿で検討してみたい。
この普通紙複写機の生産者であるためには，電気技術，化学技術，光学技
術，紙などの材料技術等，多分野にわたる高度の複合的技術ノウハウを所有
していることが要求される。そこで，これらの技術の中で，一部の技術につ
いて高度の技術力を有する企業が，他の技術を吸収しながら，複写機産業に
参入するという事態が展開されてきた。すなわち，光学分野からは，富士ゼ
＊本稿は昭和56年度組織学会研究発表大会 (6月，於名古屋大学）における「経営躁
境，経営資源および経営戦略」と題する報告と， 昭和56年7月の日本経営学会関西
部会における「成長産業における競争戦略」と題する報告にもとづいている。後者
の部会でコメンテークをお引うけいただいた加護野忠男神戸大学助教授から様々な
示唆を得ました。記して惑謝の意を表します。
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ロックス，小西六，キャノン，電気技術分野からはシャープ，東芝， IBM,
松下電器，などが参入した例がそれである。また元来，複写機を製造してい
た， リコー，三田工業，コピアなどはその保有する化学技術をもとに，普通
紙複写機産業への参入を行っていった。普通紙複写機産業における技術面で
の特色は以上のようなものであったが，需要面ではどのような特色が見出さ
れたであろうか。
普通紙複写機の需要成長率は莫大なものであった。 1976年度対前年度伸び
が，台数において59%,1981年度対前年度伸びが，台数において35%であっ
た。石油危機以後の実質国民総生産の伸びが大体4~5%の時代に驚異的な
伸ぴといえよう。しかも需要総額は1981年度において， 6,000億円に達しよ
うとしている。またこの市場は世界的にも拡大が期待されており1979~1984
年の5年間で普通紙複写機は年率16％増を見せると期待され， 1984年末の世
界の複写機の稼動台数は710万台に達し，コピー枚数は8,790億枚に達すると
想定されている。金額的には1984年のトータル産業規模はおよそ313億ドル
(6兆円）という巨大産業に育つと考えられる。しかも全世界の総設置台数
に占める日本製製品の比率は1979年において73%を占めている。
このような高度技術の複合性が要求されるということ，高い率の需要成長
が見られてきたこと，などの経営環境のもとで，複写機産業に参入している
各企業は，いくつかのタイプの戦略的対応を行ってきた。
第一のタイプの対応は次のようなものであった。まず他社に対する競争力
を高めるために，製品品質の向上，製品の機能の充実などの技術的改善に努
力を投入することが第一だとされた。そのため保守サービス時の顧客との接
触において示された製品に関する問題点を適切にフィードバックさせる方策
が考えられてきた。また製品に関する技術的な問題点のみならず，利用者が
もつ製品へのニーズ，希望も同時にフィードバックされ，より顧客の要求に
あった良い製品を作ろうとなされてさた。そのように，製品のもつ種々の問
題点を見出し，それに対する適切な修正・解決をはかっていこうとする姿勢
が，企業内の各構成員に浸透しているならば，製品の問題点についての解決
56(606) 第 26巻第 5 号
が継続的，自覚的に行われるとともに，その問題解決の経験が様々な経営上
のノウハウとして組織内に蓄積されるという結果をもたらすであろう。この
ような効果をめざして各企業のトップは高度技術・成長需要に対して適合す
るよう設定した経営理念を自社に関連する種々の主体に注入し，企業の直面
する戦略的課題は何なのかを周知させることによって，戦略的課題を克服す
るための活動の活性化をはかってきた。
そのことは，各社が何らかの形で苦境に直面したときには，それを克服す
る過程で企業像の転換と新しい企業像の浸透をはかるという動きが見られる
ことになった。環境変化のもとでの適切な経営理念の変換が人々に新たな方
向づけを与え，人々の活動を活性化することを通じて，苦境を脱し得たので
ある。
以上のようなトップによる経営理念の注入の試みがなされ，それが成功し
たところでは，各構成員の活性化と整合がはかられ，それが高度技術・成長
需要に対する各企業の前向きの，長期的観点をもった積極的戦略パターンを
作りあげることとなった。
また別のタイプの対応は，次のようなものであった。増大する需要をでき
るだけ多く獲得するための手段としてはコストカに訴えるやり方をとった。
自社の能力については，経営資源が限られているので，自社が保有するより
も他社に委ねた方が有効な場合は徹底的に外注し他社と契約関係を結ぴなが
ら生産体制を形成していこうとする対応がなされた。
このような行動は販売網形成についても見られた。複写機販売のように，
コストのかかる部門については，他企業の販売組織に依存するという現象が
見られた。このように，部品製造，組立，販売のすべてを自社で行うことに
するならば必要資本額が厖大なものとなる普通紙複写機業界においては，利
益志向的なトップのもとで，短期的視点からのメイク・オア・バイ（makeor 
buy)決定がしばしば見られたのである。
本稿は，このような成長産業における経営戦略がいかなるものであったか
を議論しようとするものであるが，そのような事実の解明の理論的枠組みを
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ここで検討しておきたい。それらの最近展開された分析的枠組の特徴は具休
的な競争戦略にまで言及すると同時に，戦略を遂行するのに必要なあるいは
適合的な経営資源や経営組織について議論しようとすることである。
l[.種々の経営戦略一組織類型論
1. ポーターの戦争戦略論
M.E．ポーターの議論は，戦略策定の基本が企業をその環境といかに結び
つけるかに関わっているという観点の上に，企業環境の中で主要なものたる
* 1
産業の構造についての議論から始められる。その議論において，彼は産業競
* 2 
争に影響を及ぼす5つの要因を重視した。それらは，港在的参入者，供給業
者，買い手，代替品製造業者，同一産業内競争業者から成り立っている。
戦略的観点からいうと，各企業の事業の強みは，各競争諸力に対して示さ
れる企業の姿勢から生まれる。ボーターによると，有効な競争戦略としては，
5つの競争要因に対して自社を防衛できる体制を作りだすためのアプローチ
* 3がいくつかあるとしてそれを次のようにまとめている。
供給業者
の交渉力
買い手
の交渉力
図ー1 5つの競争諸カ
* 1 Michael E. Porter, Competitive Strategy, McMillan 1980 pp. 3-'-33参照。
* 2 M. E. Porter (1980) p. 4参照。
* 3 M. E. Porter (1980) pp. 29-31参照。
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i) 自社の能力が現状の競争諸力に対して最もよい防衛体制をうみ出すよ
うに自社の位置を設定すること。
i) 戦略的処置を通じて競争諸力のバランスに影響を与え，それによって
企業の相対的地位を改善すること。
ii)諸力の基礎にある諸要因のシフトを予想しそれらに反応すること。そ
れによってライバルより前に新しい競争バランスに適した状況を生みだすよ
うな戦略を選ぶこと。
彼は，以上のような 5つの競争要因がどのように作用するかを見きわめな
がら競争戦略が展開されるべきであるとしている。すなわち具体的な競争戦
略設定は，製品ライン，製品多様性，広告活動，研究開発活動，などの一連
の政策を確定していくことを通じてなされるわけであるが，個々の競争戦略
要素が，各主体に種々の効果を多次元的に及ぼすことを考えた上で戦略の展
開がなされるべきことを説いているのである。
そしてしかもボーターによると，そのような一連の政策は，それぞれある
統一的なパクーンの影響のもとに遂行されるとされる。そして，そのようなパ
ターンを決定するのは企業によって設定された基本戦略 (genericstrategy) 
*4 
であるとされる。
基本戦略の第1は，経験曲線の効果を活用できるよう市場占有率を高め，
それを製品の低価格化に結びつけていこうとするものであり，コスト主導型
戦略的強み
独自性 低価格
?
産業全般
特定
標市場セグメント
製品
差別化
コスト
主導型
焦
?
図ー2 基本戦略
出所 M.E. Porter (1980) p. 39 
* 4 M. E. Porter (1980) pp. 34-40参照。
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戦略と呼ばれる。第2は，デザイン，プランド，イメージ，技術，品質，顧
客サービスなどにおける自社製品の，他社に比しての独自性を強調していこ
うとするもので製品差別化戦略と呼ばれる。以上の二つの基本戦略はともに
産業内の複数の市場セグメントを対象とするものである。それに対して，第
3のものは，特定の市場セグメントにターゲットを絞るような戦略を展開し
ていくようなもので焦点戦略と呼ばれる。
ただし，これらの基本戦略を実行に移していくには，表ー1で示したよう
*5 
にそれに適当な経営資源とスキルが必要である。そのばあい経営資源がそれ
表ー1
基本戦略 I必要とされる経営資源とスキ）レ l 必要とされる組織特性
コスト主導型 プロセス・エンジニアリング・ 厳格なコスト・コントロール
戦略 スキJレ 頻繁で詳細な報告
集中的な作業管理 構造化された組織と責任
製造しやすい製品の設計
低コストの流通システム
製品差別化戦 強いマーケティング能力，製品 R&D,製品開発，マーケティ
略 エンジニアリング，創造性，基 ング，各部門の協力
礎研究能力の高さ，製品の品質 数的尺度による評価ではなく，
や技術的優越性についての名声 主観的尺度によることのインセ
当該産業における長い伝統ある ンティプ
いは他の事業からうみ出された 高度のスキルをもった作業者，
スキルのユニークな組合せ 研究者をひきつける快適さ
流通経略における固い協力 ， 
焦点戦略 特定の戦略的目標に向けて，以 特定の戦略的目標向けて，以上
上の諸資源・スキルを組合せる の諸組織特性を組合せる
* 5 M. E. Porter (1980) pp. 40-41参照。
また，このことはアンゾフ (1979)が述べているように，活動領域の設定，基本
戦略の設定も重要であるが，それを実行するための経営資源への考朧もより重要で
あるという主張とも関連する。 H.I. Ansoff, "The ABC of Strategic Manage-
ment," European Institute for Advanced Studies in Management, Working 
Paper No. 79-25 July, 1979, pp. 5-6参照。
またアンゾフ (1965)が経営の多角化戦略の問題において，自社の経営資源の特
性を能カプロフィールという形で多面的に把握し，それと適合的な事業への多角化
戦略をはかるべきことを説いた議論とも，戦略と経営資源の関連づけという点にお
いて共通点を有する。
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ほど可動的なものではないことを考慮すれば，ある戦略パターンが一たんと
られると，その他の戦略パターンヘの移行は困難であるということになるで
あろう。つまり，ある戦略パターンの設定に伴って形成された特定のタイプ
の経営資源の存在が，他の戦略パターンヘの移行を困難にしている。ボータ
ーは，そのような戦略パターンを同じくするグループ間での移動を妨げる要
因を，移動障壁と名づけ，それが現代の産業競争の重要な一側面となってき
* 6
ていることに注意を喚起している。
以上のような移動障壁があるというような構造的条件のもとで， 各企業
は競争業者の反応を予想した上で自社の行動を決定すると考えられる。ボー
クー は， 各企業が他社の目標， 仮定と， 他社の戦略および経営資源につい
戦略，経営資源
競争業者は何をしつつあり
何ができるか
将来目標
経営の各層においてもたれるもの
競争業者の反応プロフィー ル
0競争業者は現在の立場に満足か
0どのような戦略上のカットを見せそうか
0どこに競争業者の弱点があるか
0競争業者による最も有効な反響は何によ
って喚起されるか??
仮定
それ自体および産業
についていだかれたもの
??）????????
ー?
?
?????????
????
* 6 つまりアンゾフとは反対に，経営資源が戦略を固定化する側面に注目しているの
である。
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ての分析をふまえて他社の行動予測を形成するものと考えた。すなわち，図
-2のような各要因についての多次元的考察をふまえて，各企業は競争業者
* 7 
分析を行い，それらが競争業者の反応の可能性，タイミング，特質などをい
* 8
かなるものであるかを把握しようとする。各企業はその把握の上に，他社の
自社に対する反撃がいかなるものを考慮に入れながら戦略形成を行おうとす
ると考えられる。
このように，競争的行動は，各企業の仮定，能力をふまえながら規定され
るということと，それらの能カ・経営資源は完全には可動的でないというこ
とをふまえると，ある種の企業は同じような市場セグメントをねらいとする
戦略を形成し，また他の企業は，それとは異なる市場セグメントを対象とす
る戦略を選ぶことが予測される。このような戦略を同じくする企業のグルー
* 9
プをボーターは戦略グループと呼んでいる。
同じ戦略グループ内の企業同士はともに同じ市場セグメントを対象とする
ことから激しく競争し合っているとともに，それらの企業はその他の戦略ク・
ループ内の企業とは競争しないという事実の指摘もなされる。つまり競争反
応プロフィールの考慮を通じて，他グループは自グループ内のどの企業の戦
略変化にも，それ程強く反応しないことが予測されるので，したがって異ク・
ループ間の相互作用は余り見られないであろう。
* 7 M. E. Porter (1980) p. 49参照。
* 8 M. E. Porter (1980) pp. 47-67参照。
* 9 M. E. Porter -(1980) pp. 129-132参照。
この戦略グループの類型を形づくるのは上述の対象市場セグメントの差異のみで
はない。生産技術面からも戦略クうレープの類型化がなされる。たとえば伊丹(1980)
がロジスティック活動分野の決定と呼んだものがその一例をなす。すなわち，それ
は自社が，原材料一部品生産一組立一販売の一連の生産プロセスのどの部分を担当
するかの決定である。この側面における差異が，戦略グループの類型化を規定する
他の要因である。
以上のように，種々の産業によつてその次元が少なからず異なるであろうが，一
般的には顧客セグメントおよび垂直的統合の度合に応じて，企業のグループが形成
されてきている。そしてこれが戦略グ）レープと呼ばれている。
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このように，産業内での競争は，戦略グループの中での競争，戦略グルー
プ間の競争という形で行われる。このような戦略グループは少数の種類に集
約されるであろう。そして同一の戦略グループの各企業は，ボークーのいう
基本戦略を共通に持つであろう。ボークーが基本戦略を類型化したとき，そ
れに必要な経営資源，組織特性を区分したように，各戦略グループが戦略の
相遮のみならず，経営資源プロフィール，組織の差をもたらしているのでは
ないかと考えられる。ところで，このような，戦略一組織類型が見出される
という議論はマイルズ＝スノゥにおいて中心的に展開されているので，次に
それを検討していきたい。
2. マイルズ＝スノウの適応パターン
マイルズ＝スノウ (R.E. Miles & C. C. Snow)は，経営戦略によって
組織構造およぴ組織過程が一定の方向づけをうけること，そして，それらが
一種のゲシュタルトをもった固有のパターンを示すことを示した。
彼らによれば，以上のパクーンが形成されるプロセスは「適応サイクル」
*10 
と呼ばれるものを通じてである。それは企業者的問題→解決→技術的問題→
解決→管理的問題→解決という三つの重要な問題を継続的に解決していくプ
ロセスである。現実の組織では，これらのプロセスは同時的に進行している
こともありえるであろうが，説明上逐次的に生じているものとして述べられ
る*011
企業者的問題とは，企業の活動領域の具体的な定義をどう定めるかに関わ
るものである。すなわち，特定の製品・市場領域つまりクーゲットとなる市
場あるいは市場セグメントの決定である。ただし現実の企業の企業者的問題
は以前になされていた技術的問題解決，管理的問題解決に制約されるという
側面がある。そのような制約を克服するだめにも，このような場合の企業者
* 10R. E. Miles & C. C. Snow, OrganizatiQnal Strategy, Structure, a叫 Process,
McGraw Hil, 1978 pp. 21-30参照。
*11 マイルズ＝＝スノウ（1978)は成長産業においては，このようなプロセスがもっと
も顕著に見出されるであろうとしている。
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図ー 3 マイルズ＝スノウの適応サイクル
出所マイルズ＝スノウー•(1978) p, 24 
的問題解決は，企業イメージの発展と浸透を通じて行われる。
一方，技術的問題は，企業者的問題に対する解決を現実に実行していくた
めのシステムづくりにともなう問題である。そのようなシステム設定は，選
択された製品やサービスに対して適当な製造上，流通上の技術の選択という
問題，そして技術の運営のために必要な情報，コミュニケーション，コント
*12 
ロール連関の形成などの問題をふくんでいる。
また管理的問題は，企業者的問題および技術的問題に対する解決のために
なされた諸活動が組織内にもたらす不確実性を除去し，合理化を行うという
*13 
ことに関わるものである。しかしながら，管理的問題を解決するためには，
既に展開されたシステムの合理化を行うということ以上のものが必要であ
る。それは，企業がひきつづいて発展すること（イノベーション）を可能に
*12 R.E.マイルズ＝=C.C.スノウ（1978)p.22参照。
*13 R.E.マイルズ＝c.c.スノウ（1978)pp. 22-23参照。
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させるようなプロセスの導入と実行をも伴なわなければならないのである。
マイルズ＝スノウは．このようなサイクルにおける 3つの問題解決が相互
依存的であり，それらの整合性が組織の有効性を決定すること，また問題解
決のサイクルは自己再強化的であり，ーたんあるクイプの適応パクーンが適
*14 
応サイクルを通じて形成された場合，それが持続されることを示した。
そして，マイルズ＝スノウは，多くの成功企業において，経営者が自覚的
に製品，市場イメージを作りあげると同時に企業イメージを作りあげてお
り，組織構造と組織プロセスがそれを反映したものになっているであろうと
*15 
している。このように戦略と組織の有機的関係が見出されるわけであるが，
もちろん，それは，適応サイクルを通じて確保されたものである。そして適
応サイクルを通じて形成されるその関係がうみ出すパクーンはすでに述べた
ように自己再強化的なのである。しかしそれだけでなく，それらがいくつか
*16 
の類型にわけられることがマイルズ＝スノゥによって主張された。
それらは4つの類型に分けられているが，内的整合性をもつ戦略一組織類
型は次の三つである。
第1は，防衛型 (defender)と呼ばれる戦略一組織類型である。それは幅
*17 
の狭い製品市場領域を持つ。このクイプの企業のトップ・経営者は限られた
分野での高度の専門家であるが，それらの領域の外部に新たな機会を求める
ための探索を行わないとされる。この狭い焦点の結果，これらの企業はそ
れらの技術，構造，生産方法に対して大きな変更を行う必要性を感じない。
そのかわり，主要な関心を現在の生産の効率化に向けるのである。
第2は探索型 (prospector)と呼ばれる戦略一組織類型である。＼それは継
続的に市場機会を探索し，出現しつつある環境動向への浩在的反応の形で探
*14 R.E.マイルズ＝c.c.スノウ (1978)p. 23, p. 28参照。
*15 R.E.マイルズ＝c.c.スノウ（1978)p.22参照。
*16 R.E.マイルズ＝c.c.スノウ（1978)p.28参照。
*17 R.E.マイルズ＝c.c.スノウ（1978)p.29参照。
成長産業における経営戦略一組織類型（広田俊） （615)65 
*18 
索を続けるものとされる。このクイプの企業は変化と不確実性を自ら作り出
すのであり，競争業者はそれに対する反応に迫られる。しかしながら，この
クイプの企業の製品およぴ市場はイノベーションヘの強い関心のため，組織
自身は必ずしも効率的ではないとされる。
また第3は分析型 (analyzer)とよばれる戦略一組織類型である。それは
二つのクイプの製品市場領域で経営活動を行っている。一つは安定的な領域
*19 
で，他方は変化に富んだ領域である。安定的な製品市場領域においては，こ
れらの企業は公式化された構造とプロセスを用いてルーチン的な効率的な経
営活動を展開し，不確定性に富んだ製品市場領域においては， トップ経営者
は，その競争業者の動向を注意深く観察し，それらの行動の中で興味深いア
イディアの展開を見出したときは，ただちに，それを採用するという行動を
とるものとされている。
3. パスカル＝エイソスの7S要素
マイルズ＝＝スノウは，いくつかの戦略一組織類型の存在を主張したが，そ
れらの類型を形づくっていくためには，経営システム自体を操作可能な要素
に分解しなければならない。パスカル＝エイソスがそのように経営システム
がいくつかの基本的な要素の組合せとして理解されるとした。すなわち，経
営システムは経営の 7S要素とよばれる 7つの主要で操作可能な要素の組合
せからなるとした。そしてトップ・リーダーシップによってそれらのパラン
スのとれた組合せが決定されるときによい成果をもたらすとした。それらの
*18 
7S要素とは次のようなものである。
1. 戦略 (Strategy)ある一定の目標を達成するために立てられる，企業の
有限の財的・人的資源の配分を目的とした一期間の計画ないし行動方針。
*18 R.E.マイルズ＝c.c.スノウ（1978)p.29参照。
*19 R.E.マイルズ＝c.c.スノウ (1978)p.29参照。
* 18 Richard Tanner Pascale, Anthony G. Athos, Th.eArt of Japanese Manage-
m訊 t,Simon & Schuster, 1981 （深田祐介訳「ジャバニー ズ・マネジメント」，
講談社， 1981)pp.101-104参照， pp.283-289参照。
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2. 機欅 (Structure) 組織のしくみの特徴（機能的である，分権化してい
る，など）
3. システム (System) 一定の情報処理パターンおよび会議形式のような
ルーティンな方法
4: スタッフ（Staff) 企業内の人員を重要な職種•特質別に分担， 配分す
ること（たとえばエンジニア，企業家型， 管理のプロなど）。 ライン対ス
タッフといった意味あいではない。
5. 経営スタイル (Style)経営幹部が組織の目標を達成するしかたにおける
特徴およびその組織の文化的特質。
6. 経営スキル (Skills)経営の中心人物ないし企業全体のもつ独自の能力。
7. 上位目標 (Superordinategoals)組織がその構成員に植えつける理念，
あるいは行動の指標となるような概念。
これらの 7S要素は，戦略，機構，システムなどのハードな要素と，スク
ッフ，経営スタイル，経営スキ）レ，上位目標のよりソフトな要素にわけられ
* 19 
る。前者のハードな要素は， とくに， アメリカで重視されてきたものであ
り，後者のソフトな要素は， 日本人がそれらの展開に得意であった部分であ
*20 
るとされる。
パスカル＝エイソスは，このようなフレームワークを用いながら，松下電
器の松下幸之助， ITTのジェニーン， ユナイテッド航空のカールソンらの
トップ・リーダーシップによって，経営の 7S要素がどう組み合わせられて
*21 
きたかを検討した。
たとえば，松下幸之助のばあい，彼は「メーカーとしての社会的使命は，
製品がお客様のところへ届き，利用され，喜んでいただいてはじめて実現す
* 19 R. T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)pp.101-103参照。
* 20 R. T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)1), 106参照。
日本とアメリカの経営の間にこのような差異が生じてきたのは文化自体の差にも
原因を求めうるであろう。また個人特性の差異の効果も大きいであろう。
*21 R. T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)pp. 52-67, pp. 69-100, pp. 207-238参
照。
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*22 
るのです」との信念を，販売，生産，財務，技術の各部門に浸透させること
によって，松下電器は．「積極的な戦略，革新的な組織機構，包括的なシステ
ムを考案し，西欧のテクノロジーとその運用技術を採り入れ，明らかな成功・
*23 
をおさめている」にもかかわらず，ソフトな要素にも注意を払っている。
一方ジェニーンは経営にあたって「揺るぎなき事実」を何よりも重視し
*24 
た。そこでこの事実を確認するためチェック・確駆システムが設定された。
それは組織構造に組みこまれ，会議のし方などのシステムに大きな影響を与
えた。そこで「ITTの運営スキルはジェニーンの競争をあおる経営スクイル
と相まってみごとに，彼の採用するスクッフ，彼の利用する管理システム．
彼の作りあげた機構，彼の練った戦略ととけ合っている」のである。
しかしその結果はジェニーンもカールソンも卓越したリーダーシップを発
揮したものの彼らが去った後の組織は十分に機能しなかったというように，
組織自体に， 偉大な企業を存続させるような機能を埋めこむことに失敗し
*26 
た。一方松下幸之助は，自分が不在でも組織が道を外れることのないよう上
位目標を再確認した。そのため社会と消費者と経営陣，従業員たちのニーズ
にうまく応えられるような組織づくりができており，変化を先どりしていく
*27 
「プログラム」が内蔵された組織を作りあげえたのである。
つまり，経営の7S要素の中で，ハードな要素は，環境に適合した形にそ
れを設計する作業が必要なのであり，そのような適応をなすことを保証する
ソフトな要素の蓄積がなされていることが重要なのである。
以上で検討した，ボークー，マイルズ＝スノウやパスカル＝エイソスの議
論は，いずれも，企業あるいは経営システムの，戦略あるいは戦略＝組織の
* 22 R. T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)p. 50参照。
* 23 R. T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)p. 269参照。
*24 P. T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)p. 73参照。
*25 R.T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)p. 98参照。
*26R.T.パスカル＝A.G．エイソス (1981)p. 130参照。
* 27 R. T.パスカル＝A.G.エイソス (1981)pp. 27-28参照。
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類型を示すこと，しかも，その類型の要素に逆のぽって議論する点に，特徴
があった。われわれは，複写機を例にとり，成長産業における経営戦略につ
いての解明を行いたいと思っている。以上の議論がこれらの現象に適用可能
であろうか。
l[．複写機産業企業の経営戦略の検討
1. アプローチ
成長産業の一例たる普通紙複写機産業をとりあげ，その産業内の各企業の
経営戦略の解明にあたって利用可能なアプローチとして次の三つのものを考
えることができよう。
第1は，経営戦略の各下位戦略毎に見出される諸特徴を識別していこうと
する方法である。たとえば，各社が複写機産業へ参入を決定するときのしか
たは，短期的採算性にとらわれず，長期的利益の追求の観点から，参入者の
*28 
数が少数の間に参入しておこうとするものであった。それに対して，製品戦
略については，新製品開発競争がさかんになされたが，その実行は，財務資
源の状態や，現行製品のライフサイクル上の位置などに制約されていたとい
*29 
うことが見出されている。また，製品のフルライン化政策の成果は，各社が
*30 
現在所有する市場占有率の程度によって異なるなどの分析がある。このよう
な分析を生産戦略，ロジスティック活動分野の決定などに対して行なって，
複写機産業のように，需要の伸ぴが急成長で，複合技術の産業がどのような
生産戦略，ロジスティック活動分野の決定を行うことが多いかを分析するこ
とができよう。
*28広田俊郎「技術革新についての経営学的考察」「商学論集」（関西大学）第25巻第
2号， 1980年， pp.52-55参照。
*29広田俊郎 (1980)pp, 60-65参照。
*30広田俊郎「経営環境，経営資源および経営戦略」「商学論集」（関西大学）第26巻
第4号， 1981。pp,64ー 71参照。
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第2のアプローチは，以上の分析にもう少し継時的な観点を加えて複写機
製品，あるいは産業のライフサイクルの各段階に応じて，競争の主要課題が
どのように推移し，それにともなって経営システムの各要素のあらわれ方が
*31 
どう変化していくかを明らかにしようとするものである。
また第3のアプローチは，企業毎の戦略一組織構造の関係が，整合性をも
つよう関連づけられ展開されているさまを検討しようとするものである。
ここでは，このような戦略一組織類型の類別を行っていくというアプロー
チをとることにする。そのとき，前述のボーター，マイルズ＝スノウ，パス
カル＝エイソスらの議論のフレームワークを援用していきたい。
まず複写機産業企業についての戦略類型を区分する二つの主要な次元とし
て， ロジステイック活動分野の決定と顧客セグメントの差異をとりあげ，そ
れらの特定化によっていくつかの競争戦略類型が導かれることを示したい
が，これはボーターのフレームワークによったものである。
次に，このようないくつかの戦略類型は，マイルズ＝スノウのいう「適応
サイクル」を通じて，そこにおける経営管理システムの差異となって現われ
ているのではないかという検討を行うことにする。
ただし，そのとき，パスカル＝エイソスらの議論にしたがって経営管理シ
ステムをいくつかの要素に分解した上で，その特色を検討することにした
い。もっとも，ここでの要素の分け方はパスカル＝エイソスの7S要素とい
う分け方とは異なっている。
このようなし方で，複写機産業企業の戦略グループを識別するとともに，
それらの戦略グループ毎の経営管理システムの特徴を検討したいが，そこで
の結論を予測していえば，戦略グループとしての明確な区分にもかかわらず
経営管理システムにおいては明確な差異が現れないかもしれない。一つの
理由は，これらの企業が，ともに成長産業のもとにあるため，その影響が多
* 31C. W. Hofer & D. Schendel, Strategy Formulation: Analytical Concepts, 
West 1978.（奥村昭博榊原清則，野中郁次郎訳「戦略策定」千倉書房， 1981年）
pp.120-125 
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少の差異を上回ってしまうかもしれないためである。もう一つの理由は，以
下でとりあげる経営管理システムのプロフィールの問い方が，はっきりと差
異が明確になるよう構成されていなかったり，定量的な尺度をもっていなか
ったりすることから，現実に差があってもそれを識別できないためである。
2. ロジスティック活動分野の決定パターン
*32 
伊丹 (1980)は，「ロジスティック活動分野の決定」という概念を示した。
それは，原材料の入手から，製品を消費者のもとへ届ける活動の中でどの分
野を企業が自社の活動として行うのかに関する決定およぴ，他社，たとえば
下請会社に委託する場合は，どのような方針を立ててそれを委託するのか
（下請の組織化）などについての決定である。このロジスティック活動分野
の決定が，複写機業界においては特に重要な決定の一つであると思われるの
である。
従来の事務機メーカーは，固有の技術をもって製品化するのではなく，ぃ
ろいろな部品を購入してアセンプルし製品化していた中小規模の企業であっ
*33 
た。旧来の複写技術産業もそれと大きく異なっていたわけではなかった。し
かし，普通紙複写機技術の場合，電子技術・光学技術が導入されてくるにつ
れて，それらの高度技術を保有する大企業が参入してくることになった。し
かし，普遥紙複写機は，高度の技術の複合休であるから，それらの他産業か
ら参入した企業が，一部技術を既に所有しているとしても，すべてを保有す
るのは困難である。また従来からの複写機メーカーは，もともとアセンブラ
ーの性格から出発したもの，技術高度化に対応するために重要技術の内生化
の必要性を感じてはいる。このようにして，基本的には旧来からの特性を受
けついで，普通紙複写機産業は，部品の手配・アセンプル・組立てというプ
ロセスを多かれ少なかれとりながらも，重要技術の内生化という方向をめざ
すという特質をもつことになった。ただし，それらの部品のうちのどれだけ
*32伊丹敬之「経営戦略の論理」日本経済新聞社， 1980,pp. 71-74参照。
*33矢島釣次監修「企業に活かす人間ロマン」弘済出版社， p.12参照。
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を外注し，どれだけを内生化するかという方針には二つの典型がありえる。
一方の典型は，各種の部品の中でも基本部分をできるだけ内作していこう
とするものである。他方の典型は，各専門メーカーに部品の生産などを委任
し，その組織的な購入を契約関係を通じて確保しようとするものである。す
なわち，垂直的統合か，長期契約かというオプションである。
このような選択は，川下である販売経路についてもなされてきた。一方の
極には，直販組織をとるゼロックス社のようなものがあり，他方の極には，
複写機産業参入時の小西六のように，販売組織をコビアに委ねたような場合
もある。
以上で，戦略一組織類型を区分する 1つの次元について述べたが，もう一
つの次元は，対象とする顧客セグメントの差異である。
8． 製品差別化志向とコスト／パフォーマンス志向
各企業の製品の性格づけの差異，各社製品の性能対象とする顧客セグメン
トの差異などが，，戦略一組織類型の区分を規定するもう一つの次元である。
普通紙複写機産業において，われわれが議論を構成するために選んだのは，
*34 
ゼロックス，小西六， リコー，キャノン，シャープの5社であった。その中
で，ゼロックス，小西六の製品差別化志向と， リコー，キヤノン，シャープ
のコスト／バフォーマンス志向というように，製品の位置づけ方の差異が，
複写機産業企業の戦略，組織類型を区分する一つの大きな次元になっている
のではないかと思われる。
このような次元の差異と，ロジスティック活動分野の決定における次元の
差異を組み合わせることによって，各企業を二次元グラフの上に描くことが
でき，そのグラフから，類似の性格をもつ企業のグループを作ることができ
るであろう。すなわち，複写機産業企業5社は，図ー4に示されるような形
で3つの戦略グループに分けられるといえる。
*34ここで取りあげなかった企業としては，東芝，ミノルクカメラ，三田工業コピ
ア，松下電器，東京航空計器，日本IBM,住友スリー エムなどがある。
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図ー4 複写機産業における戦略グループ
このような戦略グループ毎に，その経営理念，事業目的，計画，コントロ
ール・システム，雇用制度，販売政策，などの組織類型が異り，
グループ毎に，固有の戦略一組織類型を作りあげているのであろうか。それ
とも種々の要因のもとで，それ程大差ない経営管理システムが見られるので
それぞれの
あろうか。いずれが成り立つのかを次に検討していきたい。
4. 経営管理システム戦略
各企業の経営管理システムのプロフィールが表ー2で示されている。
下，各項目について述べていきたい。
?
(1) 経営理念と企業像，苦境の克服
経営理念を明確に設定するとともに，
会との関係を示したものとする企業がいくつか見られた。
従来形成されてきたものを，いて， あるべき企業像としては，
しかもその理念を，企業を超えて社
それらの企業にお
ある時点，
特に苦境に陥ったときに逆転させるような試みがなされていた。それはリコ
ーが普通紙複写機一号機で苦しんだケース，キャノンが円高で一気に赤字に
なったケース，昭48年オイルショック以来，家電産業の伸ぴ悩みに直面した
それぞれの企業像の転換がはかられたようシャープのケースなどについて，
成長産業における経営戦略一組織類型（広田俊） （623)73 
なことをさしている。
他方，比較的，ライフサイクルの初期において製品を大量に販売すること
を通じて，高い収益性を得ようとしたグループについては，このような側面
は明示的にでてこなかったといえる。富士ゼロックスは当初のレンタル・シ
ステムの抵抗を除けば当初から差別的な技術水準と圧倒的なシェアをもって
いたので，それほど苦境に立つことはなかったし，また小西六も昭43年に赤
字に転落し，困難に直面したが，高度成長の末期ということで比較的容易に
その困難をのりきれたという特色をもっている，といえよう。
(2) 普通紙複写機事業の全社内の位置づけ
富士ゼロックス， リコー，シャープについては，いずれも広義の事務機器
総合メーカーをめざすという視点から，複写機製品を位置づけている。
特に富士ゼロックスは， ワードプロセッサ，複写機，ファクシミリ，コン
ピュータを統合したオフィス情報システムの構想を「インサネット」の名称
のもとに示し，複写機を単体として利用するのではなく，情報システムの他
の部分への統合のできるものとして位置づけようという方向性のもとに，新
たな次元の製品差別化をはかるべく，複写機を全社内に位置づけている。
(3) 技術と資源の展開
*35 
複写機産業は成長産業であることから，人材が常に不足気味であり，中途
採用者の比率が非常に高いという性質をもっている。彼らを，教育訓練する
ためにも，また新規採用者の即戦力化のためにも，各社とも能力開発制度，
教育休系には力を入れている。
また技術の蓄積については，まず特許権の獲得，公開の活動が盛んに行わ
れる一方，特許権の使用の頻度も高い，という特徴をもっている。このよう
な特色のため， リコーは特許抄録サービスを事業として行ったりしている。
またTQC運動を通じて，社内的に技術レベルの向上をめざすような動き
*35成長産業における戦略としての成長戦略については， c.w.ホー ファ＝D.シェ
ンデル (1978)（訳） pp.185-187を参照。
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表ー1 複写機産業各社
-： コスト／パフォーマ垂直的続リコー I キャノン理念および企業像 三愛主義 健康第1主義
0経営理念 （個人．会社．＇社会を愛する） 宍力主義
不況に強い会社 新家族主義
持家制度。全天候型の経営基盤
0企業像 販売の IJコー→技術のリコー 技術のキャノン→販売のキャノン
苦境の克服 昭40年無配に追いこまれる。 昭50年赤字無配
普通紙複写機 (PPC) 1号機 輸出比率70劣であるが52年秋口
の不調 から
その俊．市場占有率増加に貢献 1ドル→270円→240円→200円
したDTl200を開発
普通紙複写機製品の全社的位證 PPCを軸にして高度ファクシ カメラ部門での光学，梢密工学
づり ミリを第2の柱に育てる戦略 の技術者と＇，将来を見越して採
用した俎子工学の技術者を活用．
して製品ラインに何か消耗品を
取り入れられないかという考え
に沿うもの
技術と資源の展開 I ~tii!ii（内能力IJll発制度 三自の精神に基づく人事管理
0人的資源の展開 竹理職登！1l試験 （自発・自党・自治）
0技術の蓄積 チャレンジ・プラン 新家族主義に基づく入事管理
1975年デミング賞受宜 実力主義に基づく人事竹理
特許抄録サービス 健康第1主義に基づく人事笞理
技術の先取り，半尊体工場の建 週5日40時間制を時代の先端を
設（池田） 切って導入。膨大な特許件数
特許収支率250（支払1：受取2.5)
経営計両とコントロールのシス 効率的人事管理計画デミング 長期経営計画事業部制．財務
テム 宜準備段階のトップ診断で 300 の健全性。徹底した物流管理，
の問題点を指摘さる。デミング 完成品の物流だけでなくサービ
決施賞1975年受賞→PlOプラン ス部品の物流
販売システム
関西リ コ扱ーリ会いンコ製会llーO1品の30社事は社東9業0第京部彩制以1 リコー
キャノンNP販売店
0販売網組織 販売チェ リコ セレナー商事
販ー売。 に対 コピア販売ルート
0競争のライバル 応。取り 以上が 中央販売部Jレー ト
複写機．
0品揃の方針 当初先発小西六とキャノンとく
に初期は出足のよかった小西六．
so年代に入ってからは機現在能体は系ゼ
の充実したキャノン。 ’・ 
'Clックスがライバ次ル。の不D調T1の2010 号機 PPC900•から
まで3年を要す。
海外への進出のし方 9 :r一，セービング）いープ キャノン
全世界ジェアの15形 全世界ンェアの10%
成長産業における経営戦略一組織類型（広田俊） l625)75 
の縫営管理システム戦略
ンス志向 製品差別化志向
合度中 垂直的統合度高 垂直的統合度低l シャープ 宮士ゼ・ロックス I 小西六
I 孟宅．奉仕・人材•取引先ば緊翌めのコミュニケ 全天饂経営
；二意専心 ーションの効率化 ・
誠意と創意 情報産業の雄富士ゼロックスI ニューライフ戦略（人間が主役．
新しい生活の提案）
家電→総合事務機メーガー
48年オイルシゴック以来家電製 発売当初レンクル・システムの 昭43年経営状態悪化
品の伸ぴ悩み。他社の企業戦略 なじみのなさの克服 同社の再建が高度成長のまった
調査 だ中で行なわれた。
。当り前のことを当り前に
•構成貝が自社の戦略を知って
いるか
事務機の御三家としての蹴卓． 「情報の創造」ワードプロセッサ 写真フ・イルム，カメラ，複写機
苔総合事務機メーカーをめ ［悶霜品；：：こーク 1映像産業から映像情報産業へ。
会計機，複写機の中の複写機に 「情報の再生」複写機 に統ープランドがない
これらの四要素を結合したシス
テム
I序芦？翌；竺累此翌」 ：は孟：火
アセンプラーを脱皮し先端技術 0 ーテーション人事を通じ複合
の動向についていく。 先端技術の時代に応える実践的I l:SIを自製 な力を養う。
各商品の主要部品の自製化を重 昭和45年以後自主開発{41叫
1 点テーマ 1980年度デミング賞受賞
緊急プロジェクト制度
協約店900店
電卓中心，並売店が多い
↓ 
SBDグループ
遁卓と複写機きりはなす
ラインアップ普及機にあっては
亮れ筋商品を設定，そのマスプ
ロ，マス・セールスが勝負を決
する。普及機内でモデルを増し
ても効果はない
シャーブ
全世界シェア17彩(“年）
新商品の開発期間の短紺。
コスト．姓他，イ鵡頼性の相互関
係をよりよくする。
レンクル商法（直販）機械をメ
ーカーが所有してユーザーにあ
ずける形
50年日本事務機械工業会に加盟
54年代理店方式を導入。地本資
本で販売会社設立
長期契約制・
消耗品の点からいくと高速機の
方が収益性が高い。
現状の高速機での市場地位維持．
英国についで米国にも輸出
韓国， 74リピンヘ進出
社内人材募集制度45年10月
チャレンジポスト，ヒューマン
•アセスメント制度。 52年 5 月
いさぎよい撤退，重点投資作戦
映画フィルムから撤退
カメラ部門において8機種→2
機種人像用，用印画紙から撤退
1976年に事業部制を解体，プロ
フィットセンクーとコストセン
クーに分ける
全国コービックス会販売店
222社
ゼロックスなどに価格両像の炎
しさなどで対抗。 • 
Ubix¥Yに対する人気はすこぶ
る高くて 200Rlllを買おうとし
ていた客までがWを買っている
ようだ． wが売れている問は
2000R JI[の生産規模縮小しなけ
ればならない，というような製
品ラインの重複。I :：と贔•M:; ：Jロレ：ノはこ公
事を通じて直接輸入， 65彩輸出
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が各社でとられており， リコーが1975年に，富士ゼロックスが1980年に，デ
ミング賞に挑戦し，受賞している。デミング賞受賞の準備を行う過程で両社
とも QCサークル運動を浸透させていき，技術水準の蓄積をはかった。
(4) 計画とコントロールのシステム
各社とも，技術，工場，販売およぴ物流のそれぞれに関して，技術の場合
は新商品の開発，工場の場合は信頼性向上，など目標を明確化した計画がた
てられている。
また各職能について，問題意識をはっきりさせ，その上で見出した問題点
をフィードバックさせ改善点を見出していこうとするコントロールがなされ
ている。そしてコントロール水準の質的・量的な拡大が，あらゆる場合をと
らえてなされている。
(4) 販売システム
各社とも販売網の充実には努力しており，多くの企業は複数の販売Iレー ト
の整備をめざしている。それは製品の種類毎に適合的な販売Iレートが異なる
という事情もあるが，よりきめの細いサービスを行うための工夫でもある。
フルライン化政策については，各社ともその展開をはかっているが， リコー
のように当初はラインを 1機種に絞り，技術的問題点が解決されてきた時点
でラインを広げてきた企業もあれば，小西六のように比較的狭い幅のライン
でありながら機種の数は多いという形の展開をとった例もある， といえよ
う。
IV.結ぴ
以上で，複写機産業企業をとりあげながら，成長産業の経営戦略一組織類
型を検討してきた。既に述べたように，複写機産業のような成長産業におい
ては，いくつかの明確に異なる戦略一組織類型が併存するという状態を見出
せなかった。そのことは，まず，成長産業であるがゆえに，いずれの企業も
とり入れなければならない側面， たとえば人材の育成のための教育シスチ
ム，多様な販売ルートの維持という側面が，各社の経営戦略一組織類型に大
成長産業における経営戦略一組織類型（広田俊） （627)77 
きな比重を占めていることにもとづく面があるだろう。
あるいは，ここで検討してきた経営管理システムの各項目の設定のし方お
よぴ個々の項目への記入のし方が明白な差を生みだすように構成されていな
いことにもとづくのかもしれない。
したがって以上のことが改善されるならば，ある程度明確な戦略一組織類
型を提示できるかも知れない。
また別の観点から見て，複写機産業は技術複合産業という性格をもつこと
から，基盤産業技術の差異が技術水準の蓄積の方法に差異をもたらしてきた
が，これから以後，複写機が多機能化してくるにつれ，複写機のオフィス情
報システムあるいはオフィス・オートメーションの中での位置づけの差異に
よって，技術戦略も異ってくるであろう。そのことが，戦略一組織類型の差
をより明確にさせていくよう作用するものと予想されうる。
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